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(百万円未満切捨て)
１．2022年11月期の連結業績（2021年12月１日～2022年11月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年11月期 38,795 31.3 2,359 39.7 2,201 38.2 1,392 34.6

2021年11月期 29,543 11.6 1,688 61.8 1,593 75.1 1,034 101.1
(注) 包括利益 2022年11月期 1,393百万円( 34.6％) 2021年11月期 1,035百万円( 101.2％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年11月期 390.85 ― 28.9 7.7 6.1

2021年11月期 296.36 ― 26.9 6.7 5.7
(参考) 持分法投資損益 2022年11月期 ―百万円 2021年11月期 ―百万円
　

(注)１．当社は2022年５月23日付で普通株式及びＡ種優先株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
　 2021年11月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。
　 ２．当社は2022年８月５日開催の臨時株主総会決議により、Ａ種優先株408,000株のうち306,000株に対して普通

株式630,151株を対価として交付し、102,000株については金銭の交付により自己株式として取得しておりま
す。また、会社法第178条の規定に基づき2022年７月15日開催の取締役会決議により、2022年８月５日付で自
己株式408,000株を消却しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は2022年11月期末
において非上場であり、期中平均株式が把握できないため、記載しておりません。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年11月期 30,925 5,266 17.0 1,417.61

2021年11月期 25,916 4,373 16.9 1,029.37
(参考) 自己資本 2022年11月期 5,265百万円 2021年11月期 4,372百万円
　

(注)１.当社は2022年５月23日付で普通株式及びＡ種優先株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
2021年11月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産を算出しております。

２.当社は2022年８月５日開催の臨時株主総会決議により、Ａ種優先株式408,000株のうち306,000株に対して普通
株式630,151株を対価として交付し、102,000株については金銭の交付により自己株式として取得しておりま
す。また、会社法第178条の規定に基づき2022年７月15日開催の取締役会決議により2022年８月５日付で自己
株式408,000株を消却しております。

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2022年11月期 △2,553 △570 3,931 5,725

2021年11月期 △2,769 △371 2,521 4,918
　　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

2022年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

2023年11月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―
　

　　



３．2023年11月期の連結業績予想（2022年12月１日～2023年11月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 47,229 21.7 2,953 25.2 2,743 24.6 1,611 15.7 390.10

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年11月期 3,714,151株 2021年11月期 3,492,000株

② 期末自己株式数 2022年11月期 ―株 2021年11月期 ―株

③ 期中平均株式数 2022年11月期 3,563,819株 2021年11月期 3,492,000株
　

(注)１.当社は2022年５月23日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
　 2021年11月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「期中平均株式数」を算定しております。

２.当社は2022年８月５日開催の臨時株主総会決議により、Ａ種優先株式408,000株のうち306,000株に対して普通
株式630,151株を対価として交付し、102,000株については金銭の交付により自己株式として取得しておりま
す。また、会社法第178条の規定に基づき2022年７月15日開催の取締役会決議により、2022年８月５日付で自
己株式408,000株を消却しております。

　

(参考) 個別業績の概要
１．2022年11月期の個別業績（2021年12月１日～2022年11月30日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年11月期 397 84.8 27 ― 18 ― 15 ―

2021年11月期 214 ― △9 ― △9 ― △10 ―
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2022年11月期 4.45 ―

2021年11月期 △3.06 ―
　

(注)１.当社は2022年５月23日付で普通株式及びＡ種優先株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
2021年11月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算出しております。

２.当社は2022年８月５日開催の臨時株主総会決議により、Ａ種優先株式408,000株のうち306,000株に対して普通
株式630,151株を対価として交付し、102,000株については金銭の交付により自己株式として取得しておりま
す。また、会社法第178条の規定に基づき2022年７月15日開催の取締役会決議により、2022年８月５日付で自己
株式408,000株を消却しております。

３.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は2022年11月期末に
おいて非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年11月期 3,228 2,684 83.1 722.36

2021年11月期 3,249 3,168 97.5 638.64

(参考) 自己資本 2022年11月期 2,682百万円 2021年11月期 3,167百万円
　

(注)１.当社は2022年５月23日付で普通株式及びＡ種優先株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
2021年11月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産を算出しております。

２.当社は2022月８月５日開催の臨時株主総会決議により、Ａ種優先株式408,000株のうち306,000株に対して普通
株式630,151株を対価として交付し、102,000株については金銭の交付により自己株式として取得しておりま
す。また、会社法第178条の規定に基づき2022年７月15日開催の取締役会決議により、2022年８月５日付で自己
株式408,000株を消却しております。

　

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

　　



※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想の
ご利用にあたっての注意事項については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況(４) 今後の見通し」を
ご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大防止に対する、政府による各種政

策や蔓延措置防止等重点措置が解除されるなど、緩やかに収束していくことが期待されるものの、新たな変

異株の発生やウクライナ情勢の影響による資源価格の高騰など、依然として先行き不透明な状況が続いてお

ります。

　当社グループの主たる事業である中古住宅再生事業の属する中古住宅流通市場におきましては、公益財団

法人東日本不動産流通機構（東日本レインズ）によると、2021年12月から2022年11月における首都圏中古マ

ンションの成約件数が、前年同期比3,989件（10.1％）の減少となりました。一方で同期間の月末時点平均在

庫件数は前年同期比5,769件（16.3％）の増加となっております。

　このような市場環境の中、株式会社ホームネットにおいては2021年12月に埼玉支店、2022年８月に神戸支

店、2022年９月に千葉支店及び熊本オフィスを開設し、同支店を含む全国主要都市（13拠点）にて顧客ニー

ズの強い地域、価格帯、商品内容を分析し、きめ細かな仕入対応と販売供給に努めました。

一方、注文住宅の業績に関係する住宅業界の動向は、住宅ローン金利が低水準で推移していることや、新

型コロナウイルス感染症の経済的な悪影響への対策として、政府を中心とした住宅取得支援策が打ち出され

ておりますが、建設資材や物流コストの上昇はますます深刻化しており、人手不足による人件費高騰と相俟

って当業界の収益構造に大きく影響を及ぼしております。また翌期以降は、日本銀行による長期金利の変動

許容幅の引き上げにより住宅ローン金利への影響も懸念されております。

　このような市場環境の中、各社ともに顧客ニーズに合致する土地の仕入強化、新商品の開発投入を進める

ことで売上・利益の確保に努めました。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度の成績は、売上高は38,795,887千円、営業利益は2,359,019千

円、経常利益は2,201,897千円、親会社株主に帰属する当期純利益は1,392,912千円となりました。

なお、当社グループは住まい・住み替えに関わる全てのプロセス、すなわち住宅購入・売却、建築、住宅

リノベーション、不動産賃貸借・開発等を一体として扱うことで、一人ひとりのライフスタイルに合う満足

いく住まい・サービスの提供に取り組んでおります。これら事業全体を単一セグメントと捉えておりますの

で、セグメント別の記載事項はありませんが、参考までに主に中古住宅再生を扱う株式会社ホームネット単

体と、主に戸建住宅を扱う株式会社ファーストホーム、株式会社サンコーホームの合算値について記載しま

す。

株式会社ホームネット（中古住宅再生）

物件仕入件数は当連結会計年度においては1,256件となり、物件販売件数は当連結会計年度においては

1,076件となりました。この結果、当連結会計年度における株式会社ホームネットの売上高は27,873,446千

円、営業利益は1,586,180千円となりました。

株式会社ファーストホーム、株式会社サンコーホーム（戸建住宅）

主に戸建住宅を扱う２社の合計引渡件数は当連結会計年度においては408件となりました。この結果、当連

結会計年度における合算の売上高は10,887,016千円、営業利益は806,886千円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

(資産)

当連結会計年度末における資産合計は30,925,758千円となり、前連結会計年度末に比べ5,009,249千円増加致

しました。これは主に、販売用不動産が2,926,004千円、仕掛販売用不動産が1,313,349千円増加した一方で、未

成工事支出金が522,853千円、のれんが176,184千円減少した等によるものであります。

(負債)

当連結会計年度末における負債合計は25,659,374千円となり、前連結会計年度末に比べ4,116,126千円増加致

しました。これは主に、短期借入金が5,007,810千円、買掛金が241,823千円増加した一方で、長期借入金(１年

内返済予定を含む)が614,115千円、未成工事受入金が565,603千円減少した等によるものであります。
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(純資産)

当連結会計年度末における純資産合計は5,266,384千円となり、前連結会計年度末に比べ893,122千円増加致し

ました。これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益の計上に伴う利益剰余金が1,392,912千円増加した一方

で、自己株式の消却に伴い資本剰余金が500,004千円減少したことによるものであります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」といいます)の残高は5,725,574千円と、前連

結会計年度末に比べて807,550千円の増加となりました。

当連結会計年度末における各活動によるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により使用した資金は、2,553,245千円(前年同期は2,769,888千円の支出)の支出となりました。こ

れは主に、税金等調整前当期純利益2,200,220千円を計上したこと、未成工事支出金の増減額522,853千円、仕

入債務の増減額241,823千円などによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、570,791千円(前年同期は371,654千円の支出)の支出となりました。これは

主に、資産の取得による支出345,221千円などによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により獲得した資金は、3,931,587千円(前年同期は2,521,332千円の獲得)の獲得となりました。こ

れは主に、長期借入金の返済による支出1,414,115千円、自己株式の取得による支出500,004千円、短期借入金

の純増額5,007,810千円などによるものです。

（４）今後の見通し

当社グループの主たる事業である中古住宅再生事業の属する市場の見通しにつきましては、新型コロナウイ

ルス感染拡大防止に対する政府による各種政策や蔓延防止措置が解除されるなど、緩やかに収束していくこと

が期待されるものの、新たな変異株の発生やウクライナ情勢による資源価格の高騰など、依然として先行き不

透明感な状況が続いております。また、日本銀行による長期金利の変動許容幅の引き上げにより住宅ローン金

利への影響も懸念されております。一方で、新型コロナウイルス感染症の経済的な悪影響への対策として、政

府を中心とした住宅取得に係る経済対策が打ち出されており、中古住宅市場は堅調に推移することを想定して

おります。このような状況の中で、当社グループは各地域の住宅事情にあった住宅供給を行うことをコンセプ

トとした展開に加え、住まい・住み替えに関わる主なプロセス、すなわち住宅購入・売却・建築・住宅リノベ

ーション、不動産賃貸・開発等を一体として扱うことで、一人ひとりのライフスタイルに合う満足いく住ま

い・サービスの提供に努めてまいります。

以上を踏まえた2023年11月期の業績につきましては、売上高47,229百万円(対前年比121.7％)、営業利益

2,953百万円(対前年比125.2％)、経常利益2,743百万円(対前年比124.6％)、親会社株主に帰属する当期純利益

1,611百万円(対前年比115.7％)を見込んでおります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準で連結財務諸表を

作成しております。

なお、国際財務報告基準(IFRS)の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針で

あります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当連結会計年度
(2022年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,348,091 6,365,888

売掛金 26,640 44,134

完成工事未収入金 7,011 19,237

販売用不動産 11,894,960 14,820,964

仕掛販売用不動産 3,404,826 4,718,175

未成工事支出金 1,185,601 662,748

原材料及び貯蔵品 4,956 17,008

その他 941,043 1,115,636

流動資産合計 22,813,133 27,763,793

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 632,100 624,371

機械装置及び運搬具（純額） 11,317 7,896

土地 323,794 490,507

建設仮勘定 ― 58,253

その他（純額） 47,272 40,129

有形固定資産合計 1,014,483 1,221,157

無形固定資産

のれん 1,543,357 1,367,172

その他 70,133 62,645

無形固定資産合計 1,613,491 1,429,818

投資その他の資産

投資有価証券 51,024 51,454

関係会社株式 62,100 62,100

繰延税金資産 156,706 177,486

その他 205,570 219,947

投資その他の資産合計 475,401 510,988

固定資産合計 3,103,376 3,161,965

資産合計 25,916,509 30,925,758
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当連結会計年度
(2022年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,296,144 1,537,968

短期借入金 10,346,665 15,354,476

1年内償還予定の社債 410,000 478,000

1年内返済予定の長期借入金 1,276,435 1,435,559

未払法人税等 520,616 517,817

未成工事受入金 1,817,293 1,251,689

賞与引当金 9,043 16,100

その他 600,974 558,358

流動負債合計 16,277,172 21,149,969

固定負債

社債 826,000 838,000

長期借入金 4,179,232 3,405,993

役員退職慰労引当金 185,000 185,000

退職給付に係る負債 42,550 46,380

その他 33,293 34,032

固定負債合計 5,266,075 4,509,405

負債合計 21,543,247 25,659,374

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,024,598 524,594

利益剰余金 3,246,352 4,639,264

株主資本合計 4,370,950 5,263,858

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,129 1,343

その他の包括利益累計額合計 1,129 1,343

新株予約権 1,181 1,181

純資産合計 4,373,261 5,266,384

負債純資産合計 25,916,509 30,925,758
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年12月１日
　至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
　至 2022年11月30日)

売上高 29,543,914 38,795,887

売上原価 24,137,229 31,924,024

売上総利益 5,406,684 6,871,862

販売費及び一般管理費 3,718,366 4,512,843

営業利益 1,688,317 2,359,019

営業外収益

受取利息 834 344

受取配当金 528 19,058

不動産取得税還付金 51,306 63,691

助成金収入 3,377 2,881

その他 41,642 31,499

営業外収益合計 97,688 117,475

営業外費用

支払利息 166,103 222,020

社債利息 2,316 3,351

株式公開費用 ― 4,289

支払手数料 15,628 31,388

その他 8,876 13,547

営業外費用合計 192,923 274,597

経常利益 1,593,082 2,201,897

特別利益

固定資産売却益 ― 27

役員退職慰労引当金戻入額 74,000 ―

特別利益合計 74,000 27

特別損失

固定資産売却損 19 ―

固定資産除却損 15,793 1,704

特別損失合計 15,813 1,704

税金等調整前当期純利益 1,651,269 2,200,220

法人税、住民税及び事業税 633,369 828,184

法人税等調整額 △16,979 △20,876

法人税等合計 616,390 807,308

当期純利益 1,034,878 1,392,912

親会社株主に帰属する当期純利益 1,034,878 1,392,912
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年12月１日
　至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
　至 2022年11月30日)

当期純利益 1,034,878 1,392,912

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 126 214

その他の包括利益合計 126 214

包括利益 1,035,005 1,393,126

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,035,005 1,393,126
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年12月１日 至 2021年11月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 1,024,598 2,211,473 ― 3,336,072

当期変動額

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,034,878 1,034,878

自己株式の消却 ―

自己株式の取得 ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
―

当期変動額合計 ― ― 1,034,878 ― 1,034,878

当期末残高 100,000 1,024,598 3,246,352 ― 4,370,950

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,002 1,002 312 3,337,387

当期変動額

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,034,878

自己株式の消却 ―

自己株式の取得 ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
126 126 869 995

当期変動額合計 126 126 869 1,035,874

当期末残高 1,129 1,129 1,181 4,373,261
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当連結会計年度(自 2021年12月１日 至 2022年11月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 1,024,598 3,246,352 ― 4,370,950

当期変動額

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,392,912 1,392,912

自己株式の消却 △500,004 500,004 ―

自己株式の取得 △500,004 △500,004

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
―

当期変動額合計 ― △500,004 1,392,912 ― 892,908

当期末残高 100,000 524,594 4,639,264 ― 5,263,858

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,129 1,129 1,181 4,373,261

当期変動額

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,392,912

自己株式の消却 ―

自己株式の取得 △500,004

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
214 214 214

当期変動額合計 214 214 ― 893,122

当期末残高 1,343 1,343 1,181 5,266,384
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年12月１日
　至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
　至 2022年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,651,269 2,200,220

減価償却費 106,134 104,874

のれん償却額 176,184 176,184

有形固定資産売却損益（△は益） ― 1,704

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,043 7,057

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △99,000 ―

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,208 3,830

受取利息及び受取配当金 △1,362 △19,402

助成金収入 △3,377 △2,881

支払利息及び社債利息 168,419 225,372

売上債権の増減額（△は増加） 3,876 △29,719

販売用不動産の増減額（△は増加） △3,693,393 △2,926,004

仕掛販売用不動産の増減額（△は増加） △590,046 △1,313,349

未成工事支出金の増減額（△は増加） △200,142 522,853

仕入債務の増減額（△は減少） 326,054 241,823

未成工事受入金の増減額（△は減少） △170,401 △565,603

その他 △188,168 △112,029

小計 △2,506,117 △1,485,069

利息及び配当金の受取額 1,362 19,402

助成金の受取額 3,377 2,881

利息の支払額 △199,585 △239,628

法人税等の支払額 △68,924 △850,831

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,769,888 △2,553,245

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △430,067 △552,904

定期預金の払戻による収入 410,064 342,659

有形固定資産の取得による支出 △198,040 △315,399

有形固定資産の売却による収入 ― 27

無形固定資産の取得による支出 △65,936 △29,822

その他 △87,674 △15,351

投資活動によるキャッシュ・フロー △371,654 △570,791
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年12月１日
　至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
　至 2022年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額(△は減少) 2,868,236 5,007,810

長期借入れによる収入 760,000 800,000

長期借入金の返済による支出 △1,419,785 △1,414,115

自己株式の取得による支出 ― △500,004

社債の発行による収入 692,283 542,162

社債の償還による支出 △381,000 △470,000

その他 1,597 △34,266

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,521,332 3,931,587

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △620,210 807,550

現金及び現金同等物の期首残高 5,538,234 4,918,023

現金及び現金同等物の期末残高 4,918,023 5,725,574
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」といいま

す。)等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。収益認識会計基準等の

適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、当連結会計

年度の損益に与える影響はありません。また利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関

係」注記については記載しておりません。

(時価の算定に関する会計基準の適用)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」といいま

す。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業

会計基準第10号 2019年７月４日)第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積）

当社グループは、連結財務諸表の作成にあたり、新型コロナウイルス感染症の影響が当面の間継続するものと

仮定し、会計上の見積りを検討しておりますが、現時点において当社グループへ重要な影響を与えるものではな

いと判断しております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響は不確定要素が多く、感染拡大の状況や経済

環境等が変化した場合には、当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(セグメント情報等)

当社グループは、KAITRY事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2020年12月１日
至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
至 2022年11月30日)

１株当たり純資産額 1,029.37円 1,417.61円

１株当たり当期純利益 296.36円 390.85円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は2022年11月期末

において非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

　 ２．当社は、2022年５月23日付で普通株式及びＡ種優先株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりま

す。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期

純利益を算定しております。

　 ３．当社は2022年８月５日開催の臨時株主総会決議により、Ａ種優先株式408,000株のうち306,000株に対して普

通株式630,151株を対価として交付し、102,000株については金銭の交付により自己株式として取得しており

ます。また、会社法第178条の規定に基づき2022年７月15日開催の取締役会決議により、2022年８月５日付で

自己株式408,000株を消却しております。

　 ４．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2020年12月１日
至 2021年11月30日)

当連結会計年度
(自 2021年12月１日
至 2022年11月30日)

１株当たり当期純利益

　親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,034,878 1,392,912

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
　(千円)

1,034,878 1,392,912

　期中平均株式数(株) 3,492,000 3,563,819

　（うち普通株式数(株)） (3,084,000) (3,563,819)

　（うちＡ種優先株式数 (株)） (408,000) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －

（注）Ａ種優先株式は、剰余金の配当請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、普通株式と同等の株式

としております。
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(重要な後発事象)

(公募増資による新株式の発行)

当社は、株式会社東京証券取引所より上場承認を受け、2022年12月13日に東京証券取引所グロース市場に株式

を上場いたしました。この株式上場にあたり、2022年11月８日及び2022年11月22日開催の取締役会において、以

下のとおり新株式の発行を決議し、2022年12月12日に払込が完了しました。

一般公募による新株式の発行

① 募集方法 ：一般募集(ブックビルディング方式による募集)

② 発行する株式の種類及び数 ：普通株式360,000株

③ 発行価格 ：１株につき2,950円

④ 引受価格 ：１株につき2,456.50円

⑤ 資本組入額 ：１株につき1,228.25円

⑥ 発行価格の総額 ：1,062,000千円

⑦ 引受価格の総額 ： 884,340千円

⑧ 資本組入額の総額 ： 442,170千円

⑨ 払込期日 ：2022年12月12日

⑩ 資金の使途 ：事業拡大のための子会社営業人員等の増員及び当社エンジニア

等の増員関連費用、並びに広告宣伝費用に充当する予定です。

(第三者割当増資による新株式の発行)

当社は、株式会社東京証券取引所より上場承認を受け、2022年12月13日に東京証券取引所グロース市場に株式

を上場いたしました。この株式上場にあたり、2022年11月８日及び2022年11月22日開催の取締役会において、み

ずほ証券株式会社が行うオーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連して、同社を割当先とする第三

者割当増資による新株式の発行を決議し,以下の結果のとおり2023年１月12日に払込が完了しました。

第三者割当による新株式の発行

① 発行する株式の種類及び数 ：普通株式77,700株

② 割当価格 ：１株につき2,714円

③ 資本組入額 ：１株につき1,357円

④ 割当価格の総額 ：210,877千円

⑤ 資本組入額の総額 ：105,438千円

⑥ 申込期日 ：2023年１月11日

⑦ 払込期日 ：2023年１月12日

⑧ 資金の使途 ：事業拡大のための子会社営業人員等の増員及び当社エンジニ

ア等の増員関連費用、並びに広告宣伝費用に充当する予定で

す。

　


